

＊このQ&Aでは，判断能力が不十分な方について，成年後見等開始前の場合は「本人」，成年後見等開始後の場合は「成年被後見人等」と記載しています。また，成年後見人，保佐人，補助人のことを「成年後見人等」と記載しています。
 Ｑ１　申立てをするにあたり，最初に何をしたらよいのですか。
 Ａ　成年後見等申立説明書４ページのとおり，まずは，福祉関係者に「本人情報シート」（別冊成年後見等申立書式セットの１及び２ページ），医師に「診断書」（申立書式の４ページ）を作成してもらってください（精神科の医師でなくても構いません。）。
ただし，知的障害のため，療育手帳で「Ａ１判定」，又は，愛護手帳で「判定 １度・２度」を受けている方については，「診断書」等は不要です（この場合は，「後見」開始の申立てをしてください。）。
 Ｑ２　後見か，保佐か，補助かは，どのように区別するのですか。
 Ａ　診断書（申立書式の４ページ）の「３　判断能力についての意見」の欄のどこにチェックされているかで区別してください。
　　「支援を受けても，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。」なら，後見

「支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。」なら，保佐

「支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することが難しい場合がある。」なら，補助となります。
 Ｑ３　どこの裁判所に申立てをするのですか。
 Ａ　本人が，実際に住んでいる場所（住民票上の住所ではありません。）を管轄する家庭裁判所です。
 Ｑ４　申立てができるのは，誰ですか。
 Ａ　本人，配偶者，４親等内の親族です。多忙であったり，自分で申立てをするのが不安な場合は，司法書士や弁護士に相談してください。
 Ｑ５　申立ての取下げはできますか。
 Ａ　一旦申立てをすると，成年後見等開始の審判がされる前であっても，家庭裁判所の許可を得なければ，申立てを取り下げることができませんので，注意してください。
　　 なお，成年後見等開始の審判がされた後は，申立てを取り下げることはできません。
 Ｑ６　成年後見人等には，どういう人がなるのですか。
 Ａ　本人の身上保護，財産管理を適正に行える人を裁判所が選びます。申立人が希望する人が必ずしも選ばれるとは限りません。本人の財産が多額の場合や，保険金の受領など多額の入金が予定されている場合などには，原則として弁護士や司法書士などの専門職の成年後見人等や成年後見等監督人を選

任します。このほか，信託銀行等との間で後見制度支援信託の契約を締結するためや金融機関に後見支援預金口座を作成するために，専門職の成年後見人や，成年後見監督人を選任する場合もあります。

 Ｑ７　後見制度支援信託とは，どのようなものですか。
 Ａ  後見制度支援信託は，成年被後見人の財産のうち，日常的な支払をするのに必要十分な金銭を預貯金等として成年後見人が管理し，通常使用しない金銭を信託銀行等に信託する仕組みのことです。信託財産は元本が保証され，預金保険制度の保護対象にもなります。
　　 財産を信託する信託銀行等や信託財産の額などについては，原則として弁護士，司法書士等の専門職成年後見人が成年被後見人に代わって決めた上，家庭裁判所の指示を受けて，信託銀行等との間で信託契約を締結します。
　　 後見制度支援信託を利用すると，信託財産を払い戻したり，信託契約を解約したりするにはあらかじめ家庭裁判所が発行する指示書を必要とします。
Ｑ８　後見支援預金とは，どのようなものですか。
Ａ  後見支援預金は，成年被後見人の財産のうち，日常的な支払をするのに必要十分な金銭を預貯金等として成年後見人が管理し，通常使用しない金銭を後見支援預金として別口座で管理する仕組みのことです。普通預金と同様に，後見支援預金も預金保険制度の保護対象となります。
後見支援預金口座を作成する金融機関や預入の額などについては，原則として弁護士，司法書士等の専門職成年後見人が成年被後見人に代わって決めた上，家庭裁判所の指示を受けて，後見支援預金口座を作成します。なお，後見制度支援信託の場合は，取り扱う金額の下限（信託する最低限の金額）が決められていますが，後見支援預金の場合は，最低預金額は決められていません。
後見支援預金口座を作成すると，出金する場合も，預け入れる場合もあらかじめ家庭裁判所が発行する指示書を必要とします。
 Ｑ９　成年後見人等が決まるまでに，どのようなことがあるのですか。
 Ａ  申立人，成年後見人等候補者等から直接事情をうかがった上，必要であれば親族の方に調査します。また，本人について，必要な場合は主治医又はその他の医師に精神鑑定を依頼します。
 Ｑ10　成年後見人等が決まるまでに，どのくらいの費用がかかるのですか。
 Ａ　裁判所に納めてもらう収入印紙や切手代などが１万円程と，精神鑑定を行う場合は鑑定料が５万円程かかります（鑑定料は鑑定の内容によって異なります。）。
 Ｑ11　成年後見人等が選任されたことは，成年被後見人等の戸籍か何かに載るのですか。
Ａ　戸籍には載りませんが，東京法務局が管理する「後見登記等ファイル」に登記されます。登記申請は，裁判所が行います。
 Ｑ12　成年被後見人等の「登記事項証明書」が必要なのですが，どうしたらよいのですか。
 Ａ　登記事項証明書の申請は，岐阜地方法務局の窓口に直接されるか，東京法務局あてに郵送で申請し

てください。郵送で申請する場合，お近くの「法務局」に申請用紙があります。申請の仕方については，法務局にお尋ねください。
     なお，「登記事項証明書」は，あなたが「審判」を受け取られてから１か月程，後でないと申請できません。申請ができるようになったら書面等でお知らせします。
また，成年後見人であるという資格証明書として「登記事項証明書」や「審判書謄本」を市町村　　　　役場や銀行等に提出する場合には３か月以内に取ったものでなければ使えないことがありますので，お手数ですが，事前に「登記事項証明書」等の提出先にご確認ください。
 Ｑ13　成年後見人等に選任されたら，まず，何をしたらよいのですか。
 Ａ　成年被後見人等に，どんな財産があるのかを把握してください。選任された方は，財産目録及び収支予定表を，成年後見開始等の審判が確定した日から１か月以内に裁判所に提出してください。
     保佐人・補助人のうち，代理権として被保佐人等の財産管理権を付与された方についても，同様
　 にお願いします。
 Ｑ14　成年後見人等に選任されたら，どのようなことに気をつければよいですか。
　
 Ａ　成年後見人等は，成年被後見人等に代わって，成年被後見人等の財産を管理し，成年被後見人等の財産が不当に無くならないように努めなければなりません。
　　 また，成年被後見人等の心身の状態や生活の状況に十分配慮しながら，治療や介護に関する契約など，成年被後見人の身上に関する職務を行う必要があります。
なお，成年被後見人等の財産を，自己のために費消したり，不当に減少させたりすると，刑事罰を受けたり，損害賠償を請求されることがあります。自分が責任のある立場だということを自覚して，誠実に職務を遂行してください。
 Ｑ15　後見等監督とは，どのようなことをするのですか。
 Ａ　成年後見人等の仕事が適正になされているかどうかを確認するため，家庭裁判所が成年後見人等に対して，定期的に報告を求めたり，調査を行うことです。そのため，成年後見人等は，普段から成年被後見人等の財産状況や生活状況をきちんと把握しておいてください。また，後見監督の際には，成年被後見人等の収支に関する資料（例えば，年金通知書，請求書，領収書，金銭出納帳，税金の申告書の写し等）の提示を求められることがありますので，日ごろから準備しておいてください。
　　 また，被保佐人等の財産管理権を付与されていない保佐人又は補助人の方についても，同意権や代理権を行使したことがあれば，その内容を報告してもらいますので，財産管理用のノートを作って，行使した内容を記録しておいてください。
 Ｑ16　成年被後見人等の財産はどのように管理したらよいのですか。
Ａ　成年被後見人等の生活に必要な費用は，成年被後見人等の財産の中から支出することになりますから，成年被後見人等の財産に見合った支出を心掛けなければいけません。成年被後見人等の収入・支出は，ある程度，見通しが立つでしょうから，予算をたて，計画的に支出するようにしてください。
Ｑ17　成年被後見人等名義の預金通帳の名義は，そのままにしておいてよいのですか。
Ａ　成年被後見人等名義「○○○○」のままでもいいですし，例えば「○○○○の成年後見人　△△△
△」という名義にしても結構です。
     ただし，成年後見人等の名義「△△△△」にして，成年被後見人等のものなのか， 成年後見人等のものなのか分からないようにすることは，絶対にしないでください。
 Ｑ18　成年被後見人等の通帳を，施設などに預けてもよいのですか。
　
 Ａ　施設に預けておいた方が便利な場合もあるでしょうから，不適切と断言はしませんが，あくまで管理責任者は成年後見人等ですから，預けた後も，成年後見人等が責任を負います。定期的に通帳を見せてもらうなどして，適切に利用されているかどうかを確認されるとよいと思います。
Ｑ19　成年被後見人等の生活に必要な費用は，成年被後見人等の財産の中から引いてもよいので
     すか。
 Ａ　もちろんです。成年被後見人等にかかる費用を，成年後見人等が自腹で支払う必要はありません。ただし，後見等監督（Ｑ15）で報告を求める場合がありますので，領収書を保管するとか，出納帳を付けて，何に使ったのかが分かるようにしておいてください。
　　 また，成年被後見人等の財産を使用してよいかどうか分からない場合は，家庭裁判所に連絡してください。
Ｑ20　成年被後見人等が扶養義務を負っている人，例えば成年被後見人等の配偶者や未成年の子
     等の生活費を，成年被後見人等の財産の中から支出してもよいのですか。
 Ａ　支出して結構です。ただし，成年被後見人等の財産が，不当に無くならないように，常識的な範囲で支出してください。判断に迷う場合には，成年後見人等に選任後に交付するハンドブックの連絡票を利用して，事前に家庭裁判所にご連絡ください。
Ｑ21　成年被後見人等の債務を，成年被後見人等の財産の中から返済しても構いませんか。
 Ａ　返済して結構です。ただし，成年被後見人等の債務であることが確かかどうかは，あなたが責任をもって確認した上で，返済するようにしてください。
Ｑ22　成年被後見人等の身内の慶弔の際に，香典や祝儀を，成年被後見人等の財産の中から支出
　　 してもよいのですか。
 Ａ  支出して結構です。ただし，金額や負担割合については，成年被後見人等の財産が不当に無くならないように，あなたが責任をもって，常識の範囲で決めてください。
Ｑ23　成年後見人等の事務に必要な費用を，成年被後見人等の財産の中から支出してもよいので

　　すか。
A　成年後見人等の事務に必要かつ相当な内容であり，成年被後見人等の財産状況に問題がないようでしたら支出することができます。具体的に支出可能なものは，成年後見人等の事務のために必要な交通費，通信費，コピー代，振込手数料等です。一方，成年後見人等は，家庭裁判所の審判によって付与される報酬を取得することができますが（Ｑ30），その報酬以外に日当や手数料を取得することはできません。
Ｑ24　成年被後見人等が居住用として所有している不動産を売却して，成年被後見人等の介護費
　　用に充てたいと考えていますが，何か問題がありますか。　　　
 Ａ　成年被後見人等が，現に居住用として使用している不動産（土地，建物），あるいは，かつて居住用として使用していた不動産，将来使用する予定のある不動産を処分（売却，賃貸，解約，抵当権等の設定，解体）する場合は，事前に家庭裁判所の許可を得る必要があります。申立書の用紙は，成年後見人等に選任後に交付するハンドブックにあります。なお，居住用でない不動産を処分する場合は，家庭裁判所の許可を得るために申立てをする必要はありませんが，処分をする必要がある場合は同ハンドブックの連絡票を利用して事前に家庭裁判所に連絡してください。また，売却代金は必ず成年被後見人等名義で管理してください。
Ｑ25　この度，私は兄の成年後見人に選任されました。亡父の遺産分割をする必要がありますが，
 　   私が兄の代わりに遺産分割協議書に署名押印することはできますか。　　　
 Ａ　できません。できるとすると，お兄さん（成年被後見人）の相続分を全部あなたのものにしてしまうことが，理論的に可能となり，お兄さん（成年被後見人）にとって不利益になるからです。このように成年被後見人等と成年後見人等の利益が相反する場合には，成年被後見人等の代わりになる「特別代理人」を，家庭裁判所で選任する手続が必要です。申立書の用紙は，成年後見人等に選任後に交付するハンドブックにあります。なお，遺産分割をするにあたっては，成年被後見人等の利益を守るため，原則として法定相続分を確保してください。
Ｑ26　成年被後見人等が勝手に訪問販売で高価な買い物をしてしまいました。どうしたらよいで
　   すか。
　
 Ａ　成年後見人，保佐人の方は，自分たちの同意が無いことを理由に，内容証明郵便で「契約取消し」
の通知をして，お金を全額返還してもらってください。返還に応じなければ，訴訟を検討してもらうことになります。なお，品物は，現状のまま返還すれば結構です。　　
　　 補助人の方は，買い物をすることについて同意権が与えられている場合に限り，同様に契約を取り消すことが可能です。
 Ｑ27　成年被後見人等の財産管理について，やってはいけないことはどのようなことですか。
 Ａ　成年被後見人等の利益にならないことや，成年被後見人等の財産を危うくすることはしてはいけません。成年後見人等は，管理している成年被後見人等の財産が，あくまでも他人の財産であることを十分自覚し，安全な管理に努めてください。以下のようなことは原則やってはいけません。
　　×　成年被後見人等以外の人のために本人の土地に抵当権を設定すること
    ×  成年被後見人等の名前で借金をすること
    ×　成年被後見人等の財産を他人のために使うこと
    ×　成年被後見人等の財産を他人に貸すこと
    ×  成年被後見人等の財産で投資（株購入，元本保証のない投資信託契約等）をすること
    ×　成年被後見人等の財産を他人名義で預金すること
    ×　成年被後見人等の財産を生前贈与すること

Ｑ28　成年後見人等が不正な行為を行うと，どうなりますか。
 Ａ　元の状態に戻していただきます。悪質な場合には，成年後見人等が解任されたり，また，損害賠償を請求されたり，業務上横領罪で刑事告発されることもあります。責任のある立場だということを自覚してください。
Ｑ29　成年後見人等や成年被後見人等の本籍，住所，氏名に変更があった場合，するべきことが
　   ありますか。
　
 Ａ　住民票・戸籍謄本を添付の上，成年後見人等に選任後に交付するハンドブックの連絡票を利用して，家庭裁判所へ報告してください。また，成年被後見人等については，変更登記の必要があります。お近くの法務局に変更登記の申請用紙がありますから，記載して東京法務局に郵送してください。なお，成年被後見人等が死亡した場合も同様の手続が必要になります。
Ｑ30　成年後見人等として職務を行ったので，報酬をもらいたいと思いますが，可能ですか。
 Ａ　可能です。ただし，成年被後見人等の財産の中から，あなたが好きなだけ勝手に抜き取ることはできません。必ず家庭裁判所に「報酬付与の申立て」をしてください。報酬の金額は，成年後見人等の仕事の内容に応じて家庭裁判所が決めますので，その後裁判所が定めた金額を成年被後見人等の財産から差し引くようにしてください。申立書の用紙は，成年後見人等に選任後に交付するハンドブックにあります。
Ｑ31　仕事の都合で遠方に転居したり，私自身が病気になったりして，成年後見人等の職務を行
　   うことができなくなった場合は，どうしたらよいのですか。
 Ａ　家庭裁判所に「辞任許可の申立て」をしてください。通常は，辞任の許可の申立てと共に，新たに成年後見人等を選任するための申立てが必要になります。申立書の用紙は，家庭裁判所にあります。
 Ｑ32　成年後見人等の仕事は，いつまで続くのですか。 
Ａ　成年後見人等の仕事は，①成年被後見人等が死亡，②後見開始等の審判の取消（回復した場合），③成年後見人等の辞任，④成年後見人等の解任によって終了します。申立てのきっかけとなった，例えば「保険金をもらう」とか，「遺産分割をする」といった手続が終了したとしても，成年後見人等の仕事が終わるわけではありません。
      ①　成年被後見人等が死亡した場合は，すみやかに家庭裁判所に連絡してください。必要な手続をご説明します。また，東京法務局には，後見等終了の登記申請書を提出してください。
      ②　成年被後見人等の判断能力が回復して後見等の必要がなくなった場合は，家庭裁判所に「後見等開始の審判の取消」の申立てをしてください。申立書の用紙は家庭裁判所にあります。
      ③　成年後見人等が辞任するときについてはQ31をご覧ください。
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	【多治見支部】　　　〒507-0023  多治見市小田町１－２２－１
            　　　　岐阜家庭裁判所 多治見支部 後見係    ℡（0572）22-0937

	
	【中津川出張所】　　〒508-0045  中津川市かやの木町４－２
             　　　 岐阜家庭裁判所 中津川出張所 後見係  ℡（0573）66-1530（代表）

	
	【郡上出張所】　　　〒501-4213  郡上市八幡町殿町６３－２
             　　　 岐阜家庭裁判所 郡上出張所   ℡（0575）65-2265（代表）
 （ただし，手続案内・申立ての受付のみ。受付後の手続は岐阜家庭裁判所で行います。）



 ※  不明な点があれば，お問い合わせください（電話で結構です。）。  
成年後見制度Q＆A
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